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令和９年度 神奈川県予算に対する要望書 

一 般 社 団 法 人  横 浜 建 設 業 協 会 

 

円安による輸入コスト増、ウクライナ情勢の長期化、中東情勢の緊迫化等による資機材

価格の高騰、人手不足や時間外労働の上限規制などによる人件費の増大が中小建設業の経

営を圧迫する一方で、こうした資材費や人件費の上昇分を十分に価格に転嫁できていない

状況が多く見られます。また、人手不足は極めて深刻で、建設業が地域の守り手としての

役割を継続して担っていくためにも、若手人材の確保と技術継承が急務となっており、賃

上げを含む待遇改善や環境整備、働き方改革などにより、建設業の魅力を高めていく必要

があります。 

当協会も、これまで週休２日制実現などの改善を目標に掲げて、神奈川県予算要望の機

会などを通じて、発注者・受注者が共通の認識のもとで、適正な工期の設定、発注・施工

時期の平準化、適正な工事価格、書類の簡素化などに総合的に取組んで頂くことを要望し

てきました。 

以上のように、今後の建設産業の様々な課題に立ち向かっていくためにも、令和９年度

の予算編成にあたっては、以下の事項に関して特段のご配慮を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

１．受注機会の確保・拡大について 

（１）公共工事の予算確保について 

県民の安全・安心を守り、神奈川県が今後も魅力ある県として発展し続けるために、

インフラ整備への積極的な投資が不可欠です。道路・橋梁・トンネル等の点検・補修・

更新等のインフラ老朽化対策、豪雨・台風・地震など自然災害の激甚化・頻発化への対

策、バリアフリー化、歩道整備、無電柱化、交通接点の改善等を計画的に進めるため、

インフラ整備予算のより一層の増額および確保をお願いいたします。 

 

（２）河川改修工事の予算について 

横浜市内の神奈川県が管理する河川の老朽化が目立ちますので、改修工事予算の確保

をお願いいたします。 
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２．適正な工期設定、予定価格について 

（１）建設業時間外労働上限規制実施の課題について 

建設業においても時間外労働の上限規制が適用され、労働環境改善に向けた取組みが

求められています。働き方改革の趣旨については十分理解しておりますが、現場の実情

を踏まえると、規制遵守が困難となる事例が発生しております。 

＜時間外労働上限規制の実施が困難となる主な理由＞ 

(ア) 施工可能期間が限定される工事（河川工事の渇水期施工など） 

(イ) 予定出来高執行への対応 

(ウ) 住民対応に伴う土日出勤等の発生 

(エ) 建設技能者・技術者の減少による労務確保の困難 

(オ) 人員不足により、予定工期内の完成が厳しくなる事例の発生 

(カ) 時間外労働抑制のため増員対応による一般管理費の圧迫 

（限られた技術者数の中で受注量の調整を余儀なくされる場合がある。） 

つきましては、施工時期が限定される工事や、発注者側の要因によって工程が制約さ

れる工事については、柔軟な工期設定と適正な工程の確保をお願いします。また、直工

費の増額に伴い工事経費が増額されるのと同様に、工期が延伸した場合には、現場管理

費や一般管理費などの必要経費についても適正に上乗せしていただくことを求めます。

さらに、時間外労働規制の実効性を確保するためにも、発注段階から週休２日を確保で

きる工程設定と、実態に即した積算をしていただくよう要望いたします。 

 

（２）単価上昇を見込んだ予算確保について 

建設資材の高騰や燃料価格の上昇、白ナンバー規制（法改正）によるダンプトラック

単価の上昇などにより直接工事費が上昇しています。また、人手不足による人材確保の

ための募集価格の高騰や、週休２日制、残業規制により、労務価格が上昇しています。

それらのアップ分を見込んだ予算確保をお願いいたします。 

 

（３）資材、製品の見積価格について 

建設資材の高騰は歯止めが掛からない状況が続いています。各製品価格も資材高騰の

影響を受け、年に数回の値上げを行う製品もあります。見積価格については直近の見積

書を採用し、掛率については十分配慮していただくよう要望いたします（見積書によっ

ては値引きの無いものも存在します）。 
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３．工事書類の簡素化について 

工事書類の簡素化、生産性向上、省人化に向けた取り組みを進めていただいておりま

すが、実務の現場では、提出書類が「提示」や「確認書類」へと名称変更されたものの、

作成作業そのものは従来と大きく変わっておらず、結果として書類作成に要する時間や

労力の削減には十分つながっていない状況が見受けられます。 

さらに、時間外労働規制への対応が求められる中、期限内に必要書類を整備するため

には相応の人員配置が不可欠であり、現場の負担はむしろ増加傾向にあります。 

つきましては、現場の実態を踏まえ、以下の事項についてご検討いただきたく、要望

いたします。 

(１)書類簡素化の実効性検証および実質的な削減につながる制度改善 

(２)現場管理業務の増加を反映した現場管理費等の経費率の引き上げ 

また、特に「工期が著しく長期にわたる工事」、「技術的難易度が高い工事」、「施工効

率が低下せざるを得ない工事」においては、標準的な経費率では実態に見合わないケー

スが生じております。これらの案件については、個別性を考慮した経費率の加算措置を

講じた上で発注していただくよう、併せて強く要望いたします。 

 

４．価格変動協議条項について 

資材価格高騰への対策として、当事者間で契約金額の見直しを協議し変更できる、価

格変動協議条項を契約書に盛り込む等の対応を要望いたします。 

 

以上 


